
1000 社会福祉法人　洗心会

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、構築物並びに器具及び備品　－　定額法

　　・リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

　　・無形固定資産（リース資産を除く）

　　　ソフトウェアについては定額法によっている。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は、以下のとおりになっている。

（1）本部拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））

　　ア　法人本部

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 8,559,000 0 0 8,559,000

建物 7,946,334 0 1,426,000 6,520,334

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

　 合 計 　 17,505,334 0 1,426,000 16,079,334

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
　
　
　
　
　
　
　
　



1000 社会福祉法人　洗心会

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）リース債務について、１年基準により流動負債へ振替えられた内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　訳　　　　　　　　当年度　　　　　　　　前年度

　　　１年以内返済予定リース債務　　　４，５４４，４７４　　　　２，８００，５５３

　　　リース債務　　　　　　　　　　１１，４５４，７０２　　　　７，３５６，５９５

　　　　　　　　　　合　　　計　　　１５，９９９，１７６　　　１０，１５７，１４８

（２）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り替え

　　　られたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　訳　　　　　　　　当年度　　　　　　　　前年度

　　　支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　０

　　　１年基準により振り替えられた額　　　　７６，７６１　　　　　９１，２６３

　　　　　　合　計（前払費用計上額）　　　　７６，７６１　　　　　９１，２６３



1000 社会福祉法人　洗心会

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輌運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

（３）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は下記のとおりになっている。

（１）こばと保育園拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　　第３号第４様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩ ）

　　　ア　保育所　こばと保育園

　　　イ　一時預かり事業　こばと保育園一時預かり

　　　ウ　地域子育て支援拠点事業　ミッキークラブ

　　　エ　放課後児童健全育成事業　ドルフィン学童クラブ

　　　オ　病児保育事業　こばと保育園病児保育

（３）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 64,540,620 0 0 64,540,620

建物 250,935,409 0 13,998,878 236,936,531

　 合 計 　 315,476,029 0 13,998,878 301,477,151

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
　該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、1年基準により長期前払費用から振り替え

　　　られたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　訳　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　前年度

　　　支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　 　  ０　　　　　　　　　　 ０

　　　1年基準により振り替えられた額　　　　　　　７１，５２１　　  　 ４３５，０７６　

　　　　　　合　計（前払費用計上額）　　　　　　 ７１，５２１　　　 　４３５，０７６

　



1000 社会福祉法人　洗心会

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

（３）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（１）こばとキッズ拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　第３号第４様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））

　　ア　保育所　こばとキッズ

　　イ　一時預かり事業　こばとキッズ一時預かり

　　ウ　病児保育事業　こばとキッズ病児保育

　  エ  放課後児童健全育成事業　青い鳥

（３）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 35,945,400 0 0 35,945,400

建物 159,849,361 0 8,892,899 150,956,462

　 合 計 　 195,794,761 0 8,892,899 186,901,862

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）設備資金借入金について、固定負債であるものと、１年基準により流動負債へ振替えられた

　　内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　　内　　　　訳　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　　前年度

　　　１年以内返済予定設備資金借入金　　　４，４７６，０００　　　　　４，４７６，０００

　　　設備資金借入金　　　　　　　　　　　１，８２５，０００　　　　　６，３０１，０００

　　　　　　　　　合　　　　計　　　　　　６，３０１，０００　　　　１０，７７７，０００

　

（２）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り替え

　　 られたものの内訳は、下記の通りである。

　　　　　　　　　内　　　　訳　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　　　前年度

　　　支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　　０　

　　　１年基準により振り替えられた額　　　　　　　９，９１２　　　　　　　３３０，４５３

　　　　　　　合計（前払費用計上額）　　　　  　　９，９１２　　　　　　　３３０，４５３



1000 社会福祉法人　洗心会

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

　　・リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっている。

（3）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（1）サンフラワー療護園拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　第３号第４様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

ア　障害者支援施設　サンフラワー療護園（単位1）

イ　障害者支援施設　サンフラワー療護園（単位2）

ウ　短期入所事業　サンフラワーショートステイ

エ　地域生活支援事業（日中一時支援事業）　日中一時支援事業

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 50,185,717 0 0 50,185,717

建物 141,573,675 0 18,184,443 123,389,232

　 合 計 　 191,759,392 0 18,184,443 173,574,949

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）リース債務について、１年基準により流動負債へ振替えられた内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　内訳　　　　　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　前年度

１年以内返済予定リース債務　　　　　　　　１，０００，７４３　　　　　９７６，４４８

リース債務　　　　　　　　　　　　　　　　２，８８２，３０８　　　３，８８３，０５１

　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　　３，８８３，０５１　　　４，８５９，４９９

（２）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り替

えられたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　　　　内訳　　　　　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　  前年度

支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　０

１年基準により振り替えられた額　　　　　　　　１４７，２７７　　　　　４２０，４４７

　　　　合計(前払費用計上額)　　　　　　　　　１４７，２７７　　　　　４２０，４４７



1000 社会福祉法人　洗心会

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

　　・リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

　　・無形固定資産（リース資産を除く）

　　　ソフトウェアについては定額法によっている。

（3）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（1）サンフラワーガーデン拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　第３号第４様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））

　　ア　養護老人ホーム　サンフラワーガーデン

　　イ　通所介護事業　サンフラワーデイサービスセンター

　　ウ　居宅介護支援事業　サンフラワーライフ

　　エ　訪問介護事業　サンフラワーヘルパーステーション

（３）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　　ア　養護老人ホーム　サンフラワーガーデン

　　イ　通所介護事業　サンフラワーデイサービスセンター

　　ウ　居宅介護支援事業　サンフラワーライフ

　　エ　訪問介護事業　サンフラワーヘルパーステーション

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 11,481,120 0 0 11,481,120

建物 163,890,622 0 10,220,429 153,670,193

　 合 計 　 175,371,742 0 10,220,429 165,151,313

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし
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7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円

該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）リース債務について、１年基準により流動負債へ振替えられた内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　内　　　　　　訳　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

　　　１年以内返済予定リース債務　　　　　　１，３８６，２５０　　　　１，３５１，６６０

　　　リース債務　　　　　　　　　　　　　　１，０６２，９１８　　　　２，４４９，１６８

　　　　　　　合　　　　　　計　　　　　　　２，４４９，１６８　　　　３，８００，８２８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から

　　　振り替えられたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　　　内　　　　　　訳　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

　　　支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　０

　　　１年基準により振り替えられた額　　　　　　１３１，０７４　　　　　　１３１，０７４

　　　　　合計（前払費用計上額）　　　　　　　　１３１，０７４　　　　　　１３１，０７４
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

　　・無形固定資産

　　　ソフトウェアについては定額法によっている。

（3）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（1）サンフラワーグリーンホーム拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　第３号第４様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　　ア　指定地域密着型介護老人福祉施設　サンフラワーグリーンホーム

　　イ　指定短期入所生活介護　サンフラワーグリーンホーム・ショートステイ

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 4,864,608 0 0 4,864,608

建物 165,335,325 0 9,039,300 156,296,025

　 合 計 　 170,199,933 0 9,039,300 161,160,633

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）設備資金借入金について、固定負債であるものと、１年基準により流動負債へ振替えられた

　　  内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　訳　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

　　　１年以内返済予定設備資金借入金　　　　７，１５２，０００　　　　７，１５２，０００

　　　設備資金借入金　　　　　　　　　　　６０，０００，０００　　　６７，１５２，０００

　　　　　　　　　　合　　　計　　　　　　６７，１５２，０００　　　７４，３０４，０００

　

（２）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り替え

　 　 られたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　訳　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

　　　支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　 　　 　　　０

　　　１年基準により振り替えられた額 　　　　　　　　　　 　０　　　　  　１８４，２３３

　　　合計（前払費用計上額）　　　　　　　　　　　　　　　　０　　        １８４，２３３
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方針　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、機械及び装置、車輌運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

（３）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（１）サンフラワーワークセンター拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　第３号第４様式）

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　ア　多機能型障害福祉サービス事業　サンフラワーワークセンター就労支援事業Ａ型

　イ　多機能型障害福祉サービス事業　サンフラワーワークセンター就労支援事業Ｂ型

　ウ　多機能型障害福祉サービス事業　サンフラワーワークセンター生活介護

　エ　共同生活援助事業　すずらん

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 60,929,700 0 0 60,929,700

建物 122,157,224 0 11,675,643 110,481,581

　 合 計 　 183,086,924 0 11,675,643 171,411,281

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産）　　　　　　　　　　　 50,119,200 円

建物（基本財産） 84,812,529 円

計 134,931,729 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 39,376,000 円
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計 39,376,000 円

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（1）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り

　　替えられたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　内　　　　　　　訳　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　０

１年基準により振り替えられた額　　　　　　　　４０５，９５３　　　　　　　５５，８４０

　　　　　合計（前払費用計上額）　　　　　　　４０５，９５３　　　　　　　５５，８４０　

（2）設備資金借入金について、固定負債であるものと、１年基準により流動負債へと振替えら

　　れた内訳は以下のとおりである。

　　　　　内　　　　　　　訳　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

１年以内返済予定設備資金借入金　　　　　　４，４１６，０００　　　　４，４１６，０００

設備資金借入金　　　　　　　　　　　　　３４，９６０，０００　　　３９，３７６，０００

　　　　　合　　　　　　　計　　　　　　３９，３７６，０００　　　４３，７９２，０００
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・器具及び備品　－　定額法

（3）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（1）小山市ふれあい健康センター拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　第３号第４様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　　　ア　老人福祉センター　小山市ふれあい健康センター

　　　イ　通所介護事業　デイサービスセンターアカシヤ

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

該当なし 0 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0 0

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

（３）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

 　　　　　　　　　　　　 額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、

財団法人栃木県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（１）間々田保育園拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　　第３号第４様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））

　　　ア　保育所　間々田保育園

　　　イ　一時預かり事業　間々田保育園一時預かり

　　　ウ　病児保育事業　間々田保育園病児保育

　　　エ　放課後児童健全育成事業　オリーブ

（３）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 33,173,758 0 0 33,173,758

建物 239,015,620 0 12,130,218 226,885,402

　 合 計 　 272,189,378 0 12,130,218 260,059,160

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

建物（基本財産） 154,715,782 円

計 154,715,782 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 21,484,000 円

計 21,484,000 円



1000 社会福祉法人　洗心会

該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債 権 額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）設備資金借入金について、固定負債であるものと、１年基準により流動負債へ振替えられた

　　内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　　内　　　　訳　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

　　　１年以内返済予定設備資金借入金　　　３，１４４，０００　　　　　３，１４４，０００

　　　設備資金借入金　　　　　　　　　　１８，３４０，０００　　　　２１，４８４，０００

　　　　　　　　　合　　　　計　　　　　２１，４８４，０００　　　　２４，６２８，０００

　

（２）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り替え

　　られたものの内訳は、下記のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　　訳　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　　前年度

　　　支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　　　０

　　　１年基準により振り替えられた額　　　　　３５２，４５３　　　　　　　３５２，４５３

　　　　　　　合計(前払費用計上額)　　　　　　３５２，４５３　　　　　　　３５２，４５３

　



1000 社会福祉法人　洗心会

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

（3）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（1）サンフラワーケアセンター拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　第３号第４様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　　ア　小規模多機能型居宅介護事業　サンフラワーケアセンター

　　イ　認知症対応型共同生活援助事業　サンフラワーグループホーム

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 13,500,000 0 0 13,500,000

建物 46,800,072 0 5,851,011 40,949,061

　 合 計 　 60,300,072 0 5,851,011 54,449,061

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（1）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、1年基準により長期前払費用から振り替え

　　 られたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　　 内　　訳　　　　　　　　　　　　　　  当年度　　　　　 　　 前年度

　　 支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　０

　　 １年基準により振り替えられた額　　　　　　２２０，２２２　　　　２２０，２２２

　　　　合計（前払費用計上額）　　　　　　　　 ２２０，２２２　　　　２２０，２２２



1000 社会福祉法人　洗心会

計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

（3）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

 　　　　　　　　　　 　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機関の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設職員退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。

（1）キッズランドおやま拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　 第３号第４様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

　ア　子育て支援に関する事業　キッズランドおやま

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

該当なし 0 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0 0

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　



1000 社会福祉法人　洗心会

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輌運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

　　・無形固定資産（水道加入金）　－　定額法

（３）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は下記のとおりになっている。

（１）若木保育園拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　　第３号第４様式）

（２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩ ））

　　　ア　保育所　若木保育園

　　　イ　一時預かり事業　若木保育園一時預かり

　　　ウ　病児保育事業　若木保育園病児保育

（３）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 79,743,000 0 0 79,743,000

建物 392,218,042 298,100 18,649,133 373,867,009

　 合 計 　 471,961,042 298,100 18,649,133 453,610,009

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
　該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）設備資金借入金について、固定負債であるものと、１年基準により流動負債へ振替えられた

　　　内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　訳　　　　　　　　　　当年度　　　　 　　　　　　前年度

　　　１年以内返済予定設備資金借入金　　　　４，５００，０００　　　　４，５００，０００

　　　設備資金借入金　　　　　　　　　　　６３，０００，０００　　　６７，５００，０００

　　　　　　　　　　合　　　計　　　　　　６７，５００，０００　　　７２，０００，０００
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　該当なし

（2）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、建物付属設備、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品　－　定額法

　　・無形固定資産(水道加入金)　－　定額法

（3）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

（1）あじさい拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　 第３号第４様式）

（2）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪））

ア　共同生活援助事業・短期入所事業　　　　 あじさい

イ　共同生活援助事業　　　　　　　　　　　 ひまわり

ウ　特定相談支援事業　　　　　　　　　　　 サンフラワーライフ

エ　居宅介護・重度訪問介護・同行援護事業　 サンフラワーヘルパーステーション

（3）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 11,353,000 0 0 11,353,000

建物 169,420,693 0 12,507,996 156,912,697

　 合 計 　 180,773,693 0 12,507,996 168,265,697

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）設備資金借入金について、固定負債であるものと、１年基準により流動負債へ振替えられた

内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　内訳　　　　　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　　前年度

１年以内返済予定設備資金借入金　　　　　　２，００４，０００　　　２，００４，０００

設備資金借入金　　　　　　　　　　　　　２９，９８０，０００　　３１，９８４，０００

　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　３１，９８４，０００　　３３，９８８，０００

（２）前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り替

えられたものの内訳は、以下のとおりである。

　　　　　　　　内訳　　　　　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　　  前年度

支払資金の範囲の前払費用　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　０

１年基準により振り替えられた額　　　　　　　　　１４，３０８　　　　　　１５，０５０

　　　　合計(前払費用計上額)　　　　　　　　　　１４，３０８　　　　　　１５，０５０
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計算書類に対する注記
別紙2

1.重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・建物、車輌運搬具　－　定額法

（３）引当金の計上基準

　　・退職給付引当金　－　職員の退職給付に備えるため、栃木県民間社会福祉施設職員退職手当

　　　　　　　　　　　　　共済制度にかかる期末退職金要支給額を計上している。

　　・賞与引当金　　　－　職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する

　　　　　　　　　　　　　額を計上している。

2.重要な会計方針の変更
該当なし

3.採用する退職給付制度
退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

財団法人栃木県民間社会福祉施設退職手当共済財団の退職共済制度による。

4.拠点が作成する計算書類等とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類等は下記のとおりになっている。

（１）デイサービスセンターかえで拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、

　　　第３号第４様式）

（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪） ）

　　　ア　通所介護事業　デイサービスセンターかえで

（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

5.基本財産の増減の内容及び金額

土地 13,533,170 0 0 13,533,170

建物 52,822,501 0 2,567,631 50,254,870

　 合 計 　 66,355,671 0 2,567,631 63,788,040

6.基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
し
　該当なし

7.担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし 0 円

計 0 円
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該当なし

8.有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時 価 評価損益

10.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし 0 0 0

　 合 計 　 0 0 0

11.重要な後発事象
該当なし

12.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
（１）設備資金借入金について、固定負債であるものと、１年基準により流動負債へ振替えられた

　　　内訳は以下のとおりである。

　　　　　　　　　　内　　　訳　　　　　　　　　　当年度　　　　　　　 　 　 前年度

　　　１年以内返済予定設備資金借入金　　　　２，００４，０００　　　　２，００４，０００

　　　設備資金借入金　　　　　　　　　　　２３，６５４，０００　　　２５，６５８，０００

　　　　　　　　　　合　　　計　　　　　　２５，６５８，０００　　　２７，６６２，０００


